Ⅵ、防災・減災地域ニューディールについて
　

東日本大震災を機に日本列島が地震活動期に入る中、国民の生命と財産を守るために、災害に強い国づくりは時代の要請であります。橋や道路など社会基盤の再整備を進める一方、公共事業の集中投資による需要拡大で地域経済に活力を注ぐことをめざすべきであります。

　巨大地震に関する政府の想定に明らかなように今後30年以内の発生確率は首都直下地震は70％、東海地震は87％、東南海地震60％、南海地震50％と起こるべくして起こり得るであろう巨大地震であることは間違いありません。
さらに、今回の東日本大震災に震源や地震規模が類似する貞観（じょうがん）地震（８６９年）の時などは、首都直下型の相模・武蔵地震（８７８年）、東海・東南海・南海の３連動地震と見られる仁和（にんな）地震（８８７年）が連動し、富士山噴火まで発生した歴史があります。その全てが再び連発することも冷静に覚悟する必要があります。

　それによる経済被害は計り知れません。その経済被害を減殺するためにも公共事業による列島の強靭化、災害に強い地域づくりを徹底的に進める必要があります。

　また、もう一つの深刻な問題はインフラ（社会資本）の老朽化が全国的に進んでいるということです。１９５０～６０年代の高度成長期に橋などのインフラを集中的に整備しました。コンクリートの寿命は早くて５０年と言われ、全国各地で更新時期に差し掛かっています。
そこへ急速な少子高齢化により、財政運営が困難な状況に陥ってきていて、十分なメンテナンスができていないどころか、道路や上下水道、建築物の老朽化が、都市機能の低下といった問題にも発展しています。

　今、最も大事なことは、老朽化した社会基盤の再構築に集中投資し、防災・減災対策として市民の生命と財産を守るとともに地域経済を守る、言い換えれば「防災・減災地域ニューディール」で地域を活性化する道筋をつけて、「安全・安心で勢いのある地域」にすべきだと考えます。
そこで、以下の諸点についてお伺いいたします。

（1）我がまちの公共施設の50年以上が経過した割合、その維持・更新などで見込まれる費用とその確保策について伺う
（2）公共施設の老朽化対策を含めた、耐震化と防災機能の強化策について伺う。
（3）インフラの老朽化対策を含めた「災害に強いまちづくり」の工程表の策定について伺う。

【考えられる展開】

○国土交通省によれば、建設から５０年以上が経過した社会基盤の割合は、2029年度に道路橋の約51％、水門などの河川管理施設の約51％、港湾岸壁の約48％と、全体の約半数に及ぶ。今後50年間で必要な費用は、同省試算で約190兆円に上るとされ、このうち30兆円が予算不足に陥ると見込まれている。具体的には、2037年度以降は公共事業予算が賄えなくなり、耐用年数が過ぎた橋や道路がそのまま放置される危険性が生じるということが危惧されます。

○これに対し国交省は、既に先進的な自治体で行われている社会基盤の「長寿命化」の取り組みを全国的に実施すれば、現在、約30兆円と見込まれている予算不足分を6兆円にまで減少できるとしている。しかし、実際の橋梁の長寿命化修繕計画の策定率は約41％（2008年度現在）に過ぎず、河川管理施設で15％（同）、港湾施設で約13％（同）と、低い水準にとどまっているのが現状だ。

○平成20年度における全国の小・中学校では、築後30年以上経過しているものが45.4％、20年から29年経過しているものが33.3％であり、老朽化が進んでいます。一般的な学校などの鉄筋コンクリート造における減価償却資産としての耐用年数は47年であり、今後30年間に全国の小・中学校の約8割が耐用年数を迎えることになります。良好な教育施設を維持していくためには、かなりの財政的な負担がかかってくるものと思われます。

○すでに先進的な自治体（神奈川県藤沢市、千葉県習志野市、神奈川県秦野市など）では、公共インフラを効率よく管理し、低コストで維持・補修・新築していく公共施設のアセット・マネジメントという概念が導入され、「長寿命化」への取り組みも始まっています
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